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Ⅰ　はじめに
　2025 年 10 月より，新たな障害福祉サービスとなる「就
労選択支援」が開始されることとなった。この就労選択
支援において，就労アセスメントは，中核的な支援手法
として位置づけられている。就労選択支援では，就労ア
セスメントの手法を用いて得られたアセスメント結果を
活用して，対象となった利用者の進路選択を支援する
サービスを提供する。今後は，アセスメントの結果に基
づく支援の提供という観点がますます重要になっていく
であろう。当然のことであるが，就労選択支援は新たに
開始するサービスであるため，この就労選択支援に従事
する支援者が習得すべき知識やスキルなどについて，依
然として明らかになっていない。また，中核的な支援技

法となる就労アセスメントの手法について，十分に理解
している支援者が多くいるとも言い難い。その意味で，
今後の開始に向けて，習得すべき知識やスキルを明らか
にし，適切な研修プログラムを構築していくことが必要
である。
　さて，この就労選択支援の前身となる制度として就労
アセスメントの制度がある。この就労アセスメントの制
度については，就労アセスメントが的確に実施されず，
その結果を活かした支援に繋がっていないといった形骸
化の問題が指摘されている（鈴木・前原，2021；青山・
前原，2022）。前原（2021）は，就労支援者が就労アセ
スメントの実行を円滑に行えるように，アセスメントの
内容を整理した。そこでは，就労アセスメントは，普段
の実践から離れた相談室で別個に行われるものではな
く，日々の実践の中に存在し，実施されるものであると
指摘している。このような観点から，就労選択支援の実
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施に向けては，就労支援において就労アセスメントが普
通に実施できる状況を構築することが必要である。この
構築が，制度として就労アセスメントを実施する就労選
択支援の形骸化を防ぐことにつながると考えられる。就
労選択支援が形骸化することなく，適切に実施及び活用
されるためには，このように就労選択支援に従事する支
援者の支援の質の向上が不可欠である。そのための十分
な研修内容の検討が必要であると言える。
　これまでの就労アセスメントに関する研究からは，就
労支援者の就労アセスメントの実施に必要となる知識や
スキルの不足などが指摘されている（前原ら，2020；
前原ら，2021）。また，現状，就労支援者が就労アセス
メントに関する知識・スキルを得るための機会はほぼな
く（Maebara & Nawaoka，2021），就労アセスメントに
関する研修機会の準備，就労アセスメントに関する研究・
教育，研修体制の整備などの必要性が指摘されている

（Maebara et al.，2021）。日本と異なり，米国では大学院
での公認リハビリテーションカウンセラーと呼ばれる専
門職が育成されるなど，就労支援に携わる専門職の育成
が行われてきている（岩永ら，2022）。また，台湾では，
就労支援者の人材育成を支える取組みが開始されている

（前原ら，2023）。現在，日本においても，就労支援者
の就労アセスメントの実行を助けるツールである「就労
支援のためのアセスメントシート」（障害者職業総合セ
ンター，2023）の開発，「雇用と福祉の分野横断的な基
礎的知識・スキルを付与する研修（基礎的研修）」や「サー
ビス管理責任者研修専門コース別研修（就労支援）」と
いった研修の仕組みの整備も確認できる。このような動

向を考慮すると，就労選択支援の従事者の育成に向けた
研修の仕組みは，今後の就労支援のシステムを改善して
いくための重要な一歩となることが期待できる。
　このような背景を前提として，本研究では，就労選択
支援の従事者の育成に向けた研修制度の確立に向けて，
その従事者に求められる知識やスキルについて検討する
ことを目的とする。

Ⅱ　方法
１．研究方法
　本研究では，就労選択支援の従事者の育成に向けた研
修の標準プログラムの確立に向けて，その従事者に求め
られる知識やスキルについて検討することを研究目的と
している。この研究目的に基づき，研究 1 の「非公式的
コンセンサス形成法による知識及びスキルの検討」，研
究 2 の「オープンディスカッションによる就労支援の実
践者等からのインフォーマル意見集約」の 2 つの研究を
実施する。
　この研究の全体像は，図１の通りである

２．非公式的コンセンサス形成法
（１）研究手法
　本研究では，専門家が意見を交換し，合意形成を目指
す非公式的コンセンサス形成法を用いる。①「就労選択
支援従業者養成研修（仮称）の標準プログラム検討委員
会」（以下，検討委員会とする）での議論，②就労支援
及び就労アセスメントに関する理論及び実践に関する専
門性を持つ研究代表者及び研究分担者から構成される事

図１　研究の全体像
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務局（研究班）が担うエビデンスの収集，③標準プログ
ラムの素案作成の３つの枠組みを連関させ，検討する。

（２）検討委員会の構成
　この形成法の妥当性を高めるために，検討プロセスの
透明性及び検討の偏りの抑止，内容におけるエビデンス
の考慮，想定される研修受講者の不利益の予防等に配慮
する。そのため，労働（職業リハビリテーション），障
害福祉（就労支援）の研究・実践の専門家を構成員とす
る。検討委員会の構成員は表１の通りである。

（３）実施手続き
　①事務局（研究班）での素案作り，②対面及びオンラ
インで検討委員会を開催（９月，１月），③検討委員会
での議論に対する事務局（研究班）での検討の３つの仕
組みを連関させていく。
　なお，本稿では，知識及びスキルについての検討を行っ
た第１回検討委員会（2023 年 9 月 11 日）での議論を取
り上げる。

３．オープンディスカッション
（１）研究手法
　本研究では，就労支援の実践者等からのインフォーマ
ルな形での意見収集をし，知識及びスキルの確定に活か
していくために，オープン開催の研究会でのオープン
ディスカッションを実施する。

（２）オープンディスカッションの詳細
１）テーマ
　2023 職業リハビリテーション実践研究サミット「就
労選択支援における支援者の人材育成について考える」
２）趣旨
　2025 年 10 月の「就労選択支援」の開始に向けて，こ
のサミットでは，就労選択支援に従事する支援者の就労
アセスメントを中心とした支援のスキルや知識について
参加者に対して問いかけ，今後の就労選択支援の従事者
の研修制度の内容について参加者で議論していくことを
趣旨とする。
３）実施形態
　実施形態は，対面及びオンラインのハイブリットで実
施する。

表１　検討委員会の構成員

氏　名 所　属
1 倉知　延章 九州産業大学　教授
2 八重田　淳 筑波大学　教授
3 本名　　靖 本庄ひまわり福祉会　常務理事
4 小澤　啓洋 社会福祉法人光明会明朗塾　常務理事
5 酒井　京子 大阪市職業リハビリテーションセンター　所長／全国就業支援ネットワーク　理事
6 酒井　大介 社会福祉法人加島友愛会 専務理事／全国就労移行支援事業所連絡協議会　会長
7 井口　修一 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構　障害者職業総合センター研究部門　特別研究員
8 若林　　功 常磐大学　准教授
9 前原　和明 秋田大学　教授

表２　当日のスケジュール

時間 内容
13：00 〜 開会
13：00 〜 13：15 説明 研究説明

秋田大学 教授 前原和明
13：15 〜 14：00 講演 1 行政説明「就労選択支援事業の概要」

厚生労働省社会・援護局 障害保健福祉部 障害福祉課
就労支援専門官　佐藤大作

14：00 〜 14：10 休憩
14：10 〜 14：50 講演２ 講演「就労選択支援に期待すること」

九州産業大学　教授　倉知延章
14：50 〜 15：00 休憩
15：00 〜 16：30 パネルディスカッション 「就労選択支援従事者の人材育成に必要な学びとは」

・高松大学　教授　山口明乙香
・国際医療福祉大学　講師　野﨑智仁
・大阪公立大学　客員研究員　青山貴彦
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４）参加対象
　参加対象者は，全国の職業リハビリテーション従事者，
就労支援に携わる支援者とする。
５）参加費
　参加費は，無料とする。
６）日時
　実施日時は，2023 年 12 月 10 日（日曜日）13 時 00
分〜 17 時 00 分とする。その当日のスケジュールは，表
２の通り。

Ⅲ　結果及び考察
１．非公式的コンセンサス形成法
（１）就労選択支援に関する記述から
　ここでは，提出された法案の基礎となり，就労選択支
援の当初のイメージを示した「第 136 回社会保障審議
会障害者部会（令和 5 年 6 月 23 日） 資料１」（厚生労働
省，2023）に基づき，就労選択支援の従事者に求めら
れる知識及びスキルについて確認をする。
　まず，資料には，就労アセスメントの手法を活用した
支援の制度化等に向けた現状と課題として，次のような
記述がなされている。

〈現状と課題について〉
　障害者の就労能力や適性等については，現在も就
労系障害福祉サービスの利用を開始する段階で把握
しているが，それらを踏まえた働き方や就労先の選
択には結びついていない面や，必ずしも質が担保さ
れていない面がある。
　就労を希望する障害者のニーズや社会経済状況が
多様化している中で，障害者が働きやすい社会を実
現するため，一人一人の障害者本人の希望や能力に
沿った，よりきめ細かい支援を提供することが求め
られている。

　このように，就労能力や適性等を踏まえた働き方や就
労先の選択に結びついていない現状や，一人ひとりの希
望に沿った細やかな支援の提供の必要性が記述されてい
ることが確認できる。
　そして続いて見直し内容の中に次のような記述が確認
できる。

〈就労選択支援とは〉
　障害者本人が就労先・働き方についてより良い選
択ができるよう，就労アセスメントの手法を活用し
て，本人の希望，就労能力や適性等に合った選択を
支援する新たなサービス（就労選択支援）を創設す
る（障害者総合支援法）。

　ハローワークはこの支援を受けた者に対して，ア
セスメント結果を参考に職業指導等を実施するもの
とする。

　このように，就労アセスメントの活用をして，本人の
希望，就労能力，適性等に合った選択を支援すること，
アセスメント結果は，ハローワークにおける職業指導に
役立たせることと記述されている。
　そして，就労選択支援の支援内容として，次のような
記述が確認できる。

〈支援の内容〉
　本人と協同しながら，以下の支援を実施する。
　就労に関する本人の意向，適性，能力，強みや課
題，就労に当たって必要な支援や配慮等の整理
　地域の関係機関を交えたケース会議の開催
　地域における就労支援に係る社会資源や雇用事例
などに関する情報提供
　アセスメント結果の作成
　支援後の本人の選択に応じた，地域の関係機関と
の連絡調整

　このように，支援の内容からは，就労選択支援が取組
む必要のある具体的な支援内容が記述されている。
　これらの記述からは，表３のような知識とスキルが想
定されると考えられた。

（２）�第 1 回検討委員会（2023 年 9 月 11 日）での検
討から

　検討委員会の中では，（１）の表３で整理した従事者
に求められる知識とスキルに加えて，「大前提としての
就労選択支援の理念を従事者が共有できるということが
必要である」，「本人のニーズを把握するためのニーズア
セスメントのスキルが不可欠である」，「標準的アセスメ
ントつーつである就労アセスメントシートを活用し，ア
セスメント，結果表の作成，ケース会議などの具体的な
支援スキルを学ぶ必要がある」などの意見を得ることが
できた。これらの議論に基づき整理を行うと，表４のよ

表３　従事者に求められる知識とスキル

・本人の希望／意向／ニーズの把握
・就労能力／適性／強み／課題の把握
・配慮の整理
・ケース会議の運営
・社会資源についての知識
・雇用事例
・結果票の作成，など
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うな科目内容として整理できると考えられた。

２．オープンディスカッション
　オープンディカッション後に実施したアンケートか
ら，表５のような参加者の意見が確認できた。

　参加者の意見としては，これまでの議論の中でも指摘
されてきた利用障害者本人との協同に向けたニーズ把握
のためのスキル，多機関連携のスキルなどが確認できた。
また，就労選択支援の理念を遂行するために必要な情報
提供を従事者ができるための知識を学ぶ機会が必要であ
るとの意見が確認できた。これらの意見として得られた
スキルと知識は，実践現場における就労選択支援への期
待とともに想定されているものと考えられる。この種の
期待も考慮した研修プログラムの構築が必要であると考
えられる。

Ⅳ　結論
　本研究では，就労選択支援に従事する支援者が習得す
べき知識とスキルについての検討を行った。検討を通じ
て，就労選択支援に従事する支援者に求められる知識や
スキルが明らかになった。様々な観点からの検討を通じ
て考えられた幅の広い知識とスキルに基づき，適切な研
修プログラムを構築していくことが必要である。これに

ついては，継続的な検討を行っていくこととする。
　その上で，そもそも就労選択支援においては，本人と
の協同という理念があることからもわかるように，本人
を支援の中心においた支援を提供することが必要とされ
ている。もちろん，この理念を実現するために求められ
る知識とスキルを習得することが従事する支援者には必
要とされるであろう。しかし，そうはいってもやはり，
その大前提としては，この知識とスキルを適切に用いる
ための理念も重要である。この理念がどのように支援者
に理解してもらうかは，非常に重要であると考えられる。
本研究では，このための支援者に求められることを明確
化した。本研究の成果は，就労選択支援の従事者の育成
を検討する際の参考となるであろう。この就労選択支援
が形骸化せずに，有効な支援サービスとして実施される
ことを期待したい。
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表４　実施される必要のある科目内容

科目 内容
就労選択支援の理念 ・働くことの意義

・就労選択支援の概要と目的
就労アセスメントの目的と手法 ・アセスメントの目的

・就労アセスメントの手法
ニーズアセスメントの手法 ・ニーズ把握の目的と視点

・職業カウンセリングの方法
就労アセスメントの具体的活用 ・「就労アセスメントシート」の解説講義

・「就労アセスメントシート」の作成演習
アセスメント結果の整理と活用 ・アセスメント結果表の書き方

・支援計画の策定
関係機関との連携 ・地域の社会資源と役割

・ケース会議の方法

表５　参加者が必要として挙げた知識やスキル

・本人や家族の希望，希望の妨げになっているものを把握するスキル
・地域連携や情報共有するためのコミュニケーションスキル
・対象者とのラポール形成のためのスキル
・職場等の環境のアセスメントのスキル
・環境調整等の環境への働きかけ方に関する知識
・障害者の特性についての知識
・多様な職場での就労状況についての知識
・働く際の受けられる支援（社会資源等）の知識
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